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本日のご説明内容

11 川崎市のポテンシャル

22 財政の現状分析

33 行財政改革の取組

44 川崎市債の管理
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11 川崎市のポテンシャル

（１） 川崎市のポテンシャル

（２） 元気都市かわさき

（３） 川崎市に立地する世界的企業と研究開発機関

（４） 都市拠点整備

（５） 広域交通体系の整備
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川崎市のポテンシャル
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人口の増加状況と将来推計
(2005年～2030年)

人口1人あたり課税対象所得額
（2009年度）

（万人）

出典：川崎市将来推計人口調査

（百万円）

出典：2009年版個人所得指標

川崎市：2.03

実績値は
4月1日時点のもの
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元気都市かわさき
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川崎の強みを生かした取り組みを世界に発信
カーボンチャレンジ川崎エコ戦略

UNEPとの連携、NEDOとの連携

アジア企業家村構想
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川崎市内大型小売店
商品販売額

川崎市内非居住用
建築着工床面積

川崎市内製造品
出荷額の推移

（兆円） （億円） （万平米）

出典：工業統計調査（神奈川県） 出典：大型小売店統計調査（神奈川県） 出典：建築統計年報（国土交通省）

文化・スポーツでの明るい話題
音楽のまちの推進

北京オリンピック陸上代表選考会

スーパー陸上2009開催
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川崎市に立地する世界的企業と研究開発機関川崎市に立地する世界的企業と研究開発機関

ＫＳＰ

マイコンシティ
（栗木、南黒川）

新川崎創造のもり
Ｋ タウンｷｬﾝﾊﾟｽ

ＫＢＩＣ

2

ＴＨＩＮＫ

ソリッドスクエアビル
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都市拠点整備

●臨海部再生
羽田空港国際化を視野に入れ
た開発プロジェクトの推進・臨海
部という地域特性を活かした戦
略的な土地利用

神奈川口

宮前平、鷺沼

●川崎駅周辺整備
駅前広場再編
自由通路整備
再開発事業推進
↓
回遊性の高い魅力ある
商業空間の形成へ

川崎駅西口地区

●武蔵小杉駅周辺
平成22年3月 ＪＲ横須賀線 武蔵小杉新駅開業予定

南武線・東急東横線も含め利便性向上

多摩川から武蔵小杉地区を望む

●新百合ヶ丘駅周辺整備
土地区画整理
バリアフリー化
交通環境向上
↓
暮らしやすいまちの形成へ

登戸

羽田空港

新百合ヶ丘駅周辺

地域特性・ニーズに合わせた 拠点ごとの整備方針

溝口

新川崎
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広域交通体系の整備

ＪＲ横須賀線武蔵小杉新駅の整備と川崎縦貫高速鉄道線整備事業計画の取組

川崎縦貫高速鉄道計画
新百合ヶ丘～武蔵小杉
接続ルート（案）

横須賀線武蔵小杉新駅
平成22年3月開業(予定)

武蔵小杉
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（１） 他政令指定都市との財政状況比較

（２） 税収構造の分析

（３） 歳出構造の分析（普通会計）

（４） 地方財政健全化法4指標、プライマリーバランス

（５） 公営企業会計の状況

（６） 川崎市の連結バランスシート（平成19年度末時点）

22 財政の現状分析
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他政令指定都市との財政状況比較

自主財源比率 65.6%

高い自主財源比率
（平成20年度普通会計決算見込）

厚い税収基盤

財政力指数の状況財政力指数の状況
（川崎市は普通交付税不交付団体）（川崎市は普通交付税不交付団体）
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各都市への照会に基づき川崎市が算定



10

877 890 892 860 843 890 972
1,116 1,165 1,185

181 197 165 187 213
247

294

321 280 219

1,169 1,167 1,150 1,100 1,096
1,096

1,049

1,067 1,097 1,100

430 433 420
404 396

395
387

392 396 386

2,938
2,897

2,702
2,628

2,5482,551
2,6272,6872,657

2,890

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

（億円）

39.7%
32.2%

9.5%

12.1%

37.3%

13.5%
18.7%

37.0%

0%

25%

50%

75%

100%

川崎市 政令指定都市平均

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

税収構造の分析

【Ｈ21は当初予算】

平成20年度決算見込に基づく
政令指定都市比較

税収構造の推移

個人市民税の構成比が高い

（堅調に推移）
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歳出構造の分析（普通会計）

14.5% 16.2%
18.9% 19.0%

15.2% 17.5%
18.2% 17.8% 19.2% 17.8% 16.5%

19.9% 17.7%
21.1%

15.9% 14.5% 16.2%

22.6%
13.7%

14.3%
16.5% 16.3%

17.7% 14.0% 12.3% 12.7%
16.6% 19.6%

24.8%
21.1%

18.3%

20.0%

20.8%
17.4%

18.2%

12.9%

16.4% 10.6%

15.8% 17.4%

13.8%
11.5% 13.5% 14.0%

15.0% 10.6%

13.8%
10.8% 18.2%

17.2%

13.2%

14.7%
16.6%

19.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

札幌市 仙台市さいたま市千葉市 川崎市 横浜市 新潟市 静岡市 浜松市 名古屋市 京都市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市 北九州市 福岡市

人件費 扶助費 公債費

46.2
%

58.3
%

46.6
%

46.7
%

49.9
%

54.2
%

56.8
%

55.1
%

48.0
%

50.8
%

44.5
%

44.0
%

42.5
%

52.7
%

51.9
%

43.8
%

46.3
%

50.3
%

義務的
経費
比率

■ 人件費比率 14位/18 ■公債費比率 17位/18
■ 扶助費比率 6位/18 ■義務的経費比率 14位/18

歳出に占める義務的経費比率の政令指定都市比較 （Ｈ20年度決算見込）

他都市に比べて高い人件費比率がコスト構造の最大の問題
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地方財政健全化法４指標、プライマリーバランス
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プライマリーバランス（右軸）

400.0％133.9％将来負担比率

25.0％15.6％実質公債費比率

16.25％－
（赤字となっていない）

連結実質赤字比率

11.25％－
（赤字となっていない）

実質赤字比率

【参考】
早期健全化基準

川崎市
H20年度決算

地方財政健全化法
４指標

【21年度は当初予算】

地方財政健全化法4指標

健全化法４指標については、いずれも
早期健全化団体となる基準をクリア

一般会計基礎的財政収支

プライマリーバランスでは
平成17年度以降プラスで推移
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各公営企業会計別当年度純利益（損失）の推移
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（年度）

（百万円）

病院事業会計の主な損失要因
平成１８年２月開設の市立多摩病院の建物や
医療機器の減価償却費負担が損失原因となっ
ている

公営企業会計の状況

各会計の経営健全化計画
・病院事業経営健全化計画

3か所の市立病院ごとに経常黒字を達成
させる目標を設定

・水道工業用水道事業再構築計画
・下水道事業中期経営計画
水道事業と下水道事業の平成22年度統
合に向けて具体的な検討を進めている

・バス事業ステージアッププラン

各計画ともサービスの向上と一般会計負担
の縮減や組織再編などコスト削減の経営健
全化に取り組んでいる。
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川崎市の連結バランスシート（平成19年度末時点）

0.4%13135,43135,300資産合計

400.0%4514.繰延勘定

5.3%561,1121,056未収金ほか

△ 19.8%△ 100406506現金・預金

△ 2.8%△ 441,5181,5623.流動資産

△ 1.8%△ 15836851基金ほか

14.0%49399350貸付金

4.2%21522501投資及び出資金

3.2%551,7571,7022.投資等

0.8%16419,62419,460（うち普通会計）

0.4%12032,15532,0351.有形固定資産

資
産

増減率増減額19年度18年度区 分

0.4%13135,43135,300負債・正味資産合計

2.4%44218,69618,254資産･負債差額合計

2.9%38313,46113,0784.一般財源その他

△ 1.4%△ 171723.他団体及び民間出資分

△ 2.4%△ 62432492.県支出金

1.3%654,9204,8551.国庫支出金

資
産･
負
債
差
額

△ 1.8%△ 31216,73417,046負債合計

15.2%1781,3461,168
（うち地方債
翌年度償還予定額）

12.3%2001,8251,6252.流動負債

△ 5.6%△ 1141,9082,022引当金ほか

△ 3.0%△ 39813,00113,399地方債

△ 3.3%△ 51214,90915,4211.固定負債

負
債

増減率増減額19年度18年度区 分

（単位：億円、％）

連携協力団体との連結バランスシート（試案）

※ 普通会計+特別会計（16）+公営企業会計（6）の全市バランスシートに、一般事務組合、地方公社及び第3セクターのバラン
スシートを連結
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３３ 行財政改革の取組

（１） 行財政改革の取組

（２） 財政フレーム

（３） 出資法人の状況

（４） 川崎市の土地対策
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行財政改革の取組

バス車体への広告掲示（ラッピングバス）はるひの小中学校新築（ＰＦＩ事業手法導入）

【主な取組み】

補助助成金の見直し

債権確保策の強化

3年間で1,000人の職員削減

区役所機能の強化

効率的な整備・運営手法の導入 等

【主な取組み】

職員数の削減（2,178人）

人事給与制度改革

市有財産の有効活用

ＰＦＩなど新たな事業手法の導入 等

改革の基本目標：「元気都市かわさき」を実現する都市経営基盤の確立

行財政改革プラン 新行財政改革プラン

平成21年度予算では、目標を59億円上回る629億円の改革効果

第1次プラン（平成14～16年度）
第2次プラン（平成17～19年度）

（平成20～22年度）
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財政フレーム

3434343334地方譲与税

※Ａ－Ｂの収支不足はＣで対応

※県税の一部が交付されるもので、利子割、配当割、株式譲渡所得割、地方消費税、ゴルフ場利用税、自動車取得
税、経由取引税の７種類の交付金の総額

（単位：億円）一般財源ベース

-37-52-49--39施策調整・事業見直し

00000
C

減債基金からの借入れ

1,4321,4351,42512861,433その他経費

271267391400450投資的経費

707751711761763公債費

410403399397388扶助費

857877899938930人件費

3,6773,7333,8253,7823,964B歳出合計

268338454487631その他

577287167102市債

33323地方交付税

230230222203231利子割交付金～ ※

3,0483,0042,9762,8902,924市税

3,6403,6813,7763,7823,925A歳入合計

H24見込H23見込H22見込H21予算H21見込項目 / 年度

【財政収支の中期見通し】 新行財政改革プランに基づく財政フレーム（平成20年3月策定）
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出資法人の状況

平成20年度の収支は2公社ともに黒字

土地開発公社では水江町公共土地の処理に伴い経営健全化が

推進

住宅供給公社では嘱託職員の採用により人件費を削減

執行体制の効率化に向け、2公社の役員の一部兼務化を当初

計画より1年前倒しし平成21年度に理事2名と監事1名を兼務化

住宅供給公社

土地開発公社

公営法人 （財団法人）

市出資比率50%以上の
財団法人17

平成20年度の収支は13法人が黒字、4法人が均衡

平成22年度末を目途にリサイクル環境公社を民営化又は廃止

平成21年1月にかながわ廃棄物処理事業団は経営改善計画を

策定

平成20年12月の公益法人制度改革関連3法の施行に伴い、今

後の新法人への移行に向け、各法人が目指す方向性について

検討中

公営法人 （株式会社）

4法人

平成20年度の収支は4法人すべてが黒字

新行財政改革プランでは事業の質などの活用領域を考慮し、４

法人ともに一層の経営改善を図るべき法人として位置づけ。同

時に本市の関与の低減も目指す。
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土地対策の方向性
→資産の有効活用を図った
低未利用地の解消を推進

土地保有３制度全てにおいて推進
・土地開発公社
・公共用地先行取得特別会計
・土地開発基金

近年の主な対応
水江町（Ｈ20）･･･土地開発公社分
市が土地を買戻し、民間企業に
定時借地により貸付

新川崎（Ｈ21）・・・公共用地会計分
商業、大規模集合住宅等の開発に
併せ、都市拠点整備として公園・
道路の整備、市有地分譲を実施

川崎の低未利用地は大幅に縮減
簿価では平成21年度一般会計予算

の4.5％に縮減

川崎市の土地対策

土地対策推進の状況

第１次～第３次総合的土地対策計画・土地開発公社経営健全化計画
２つの計画を柱として平成12年度から着実に実施

H12年度当初

簿価 2,153億円

H21年度末

簿価 261億円1,892億円
（△88％）縮減

水江町土地処分

新川崎土地処分
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44 川崎市債の管理

（１） 平成21年度川崎市債発行計画

（２） 公債費等に関する将来推計

（３） 市債に関する取組

（４） 川崎市ホームページIRコーナー
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平成21年度川崎市債発行計画

全会計合計額は１，８４２億円

うち、民間資金合計額は１，６４５億円（全体の８９％）

市場公募債の発行総額は１，２００億円（全体の６５％）

うち、川崎市個別発行分は９００億円（全体の４９％）

銀行等引受債の発行総額は４４５億円（全体の２４％）

（単位：億円）

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

50505050505030010年共同発行

下半期度スポット発行

（主幹事選定済み）
10020年又は30年

上半期度スポット発行

（5月に100億円を発行済み）
10020年

年度スポット発行

（7月に100億円を発行済み）
10020年

10015025010年

1001501003505年

全
国
型
市
場
公
募
地
方
債

川

崎

市

個

別

発

行

市

場

公

募

債

22年21年発行総額

【億円】
発行年限区分
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公債費等に関する将来推計

平成２１年度当初予算ベース
公債費等の推移（実質一般財源ベース）

公債費等

下水繰出

地下鉄１期 地下鉄２期

920 929
904

923 926 924 930 942 946 945 955
972 966

980
1,002 1,010

1,022
1,005 991 981

692

922 923926915
925 923 926 934 933

922 924 928
911

893
870

853 838

851
842

970

666

742 751
722 732 736 732 731 739 737 728 731 739 721 727 738 744 743 741

725 715 710

21.1

16.3 16.1

14.4

12.7
11.5

10.8 10.6 10.5 10.5 10.8 11.1 11.5 11.9 12.3 12.6 12.9 12.8
12.7

17.9

10.8 10.810.9

0

200

400

600

800

1,000

1,200

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

（年度）

公債費等（億円）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

実質公債費比率

実質公債費比率（％）

公　債　費　等　：　一般会計の公債費に、これまでの財源対策による後年度負担（積立繰延、繰替運用)

                            を加えたもの。

実質一般財源　：　公債費（元金・利子）から借換債や使用料などの特定財源や償還財源が減債基金に

　　　　　　　　　　　　積立てられている土地開発公社に係る転貸債などのような特定財源に準ずる分を

　　　　　　　　　　　　除いた税等で償還するもの。
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市債発行額･残高に関する将来推計

地下鉄以外

地下鉄１期 地下鉄２期

559
520

779

519 500 498

593 605
655

780 759 762
719

564

449 470
505
568

630

718 712

541

655

9,
14
5
9 ,
18
8

9 ,
51
1
9 ,
45
3

9 ,
59
0
9 ,
54
3

9 ,
66
6
9 ,
80
7
10
, 0
39
10
, 2
49
10
, 5
19 10
, 8
81 11
, 2
75
11
, 3
91
11
, 4
29
11
, 3
90
11
, 4
45
11
, 4
50
11
, 4
25
11
, 4
41
11
, 5
23
11
, 6
30
11
, 5
41

9 ,
63
7
9 ,
65
8

9 ,
74
8
9 ,
75
7

9 ,
65
6
9 ,
67
4
9 ,
72
7

9 ,
55
4
9 ,
46
7

9 ,
43
1
9 ,
48
4

9 ,
46
9

9 ,
28
0
9 ,
17
3

9 ,
10
4
9 ,
02
0

9 ,
37
8

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

（年度）

残高（億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

発行額（億円）
市債発行額及び残高の推移
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市債に関する取組

市場との対話の重視

起債アドバイザリー制度
（H18年度創設）

投資家懇談会
（H18年度創設）

目的：
市場関係者及び有識者から、川崎市が起債運

営の実務面に関し、直接かつ継続的に助言や
意見を聞く。

メンバー：
川崎市の主要な引き受け金融機関（地域金融

機関・証券会社等）及び有識者を中心に構成
市場関係者の参加メンバーは、市債の引き受
けに関し、特別な責任及び資格を伴い、起債
運営に協力する。

目的：
市債を保有・運用する機関投資家及び有識者か
ら、川崎市が直接かつ継続的に意見を聞く。

メンバー：
国内の主要な投資家（生保、損保、投資顧問、
共済組合など）及び有識者を中心に構成

これまでの実績

14回開催済み （年4回）
起債評価や市場の課題について幅広く意見交
換を実施
本市の起債戦略に大きく寄与

7回開催済み （年2回）
本市の起債運営について投資家との率直な
意見交換を実施
本市の円滑な起債運営に大きく寄与

議事録URL：
http://www.city.kawasaki.jp/23/23sikin/home/ir/committee.htm

議事録URL：
http://www.city.kawasaki.jp/23/23sikin/home/ir/talkfest.htm
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川崎市ホームページ

川崎市トップページ『市民の方へ』
URL: http://www.city.kawasaki.jp

IRサイト

『暮らしのインデックス』の
『市債・IR・ペイオフ』をクリック

『川崎市投資家情報』
をクリック

市債・IR・ペイオフ

【お問い合わせ先】

川崎市財政局財政部資金課

TEL : 044-200-2182・2183
E-mail : 23sikin@citｙ.kawasaki.jp

IR専用ページ：
http://www.city.kawasaki.jp/23/
23sikin/home/ir/ir.htm


